
清涼飲料業界のフードサプライチェーンにおける 
商慣行の見直し・適正化に向けた自主行動宣言 

 
一般社団法人 全国清涼飲料連合会  

 
一般社団法人全国清涼飲料連合会（会長：井辻秀剛）は、フードサプライチェーン全体の適正化・
生産性向上と食品ロス削減を目指し、清涼飲料業界のフードサプライチェーンにおける商慣行
の見直し・適正化に向けた自主行動宣言を策定しました。 
 
１．はじめに（背景・趣旨） 
2024 年のトラックドライバーの時間外労働規制の適用、物流総合効率化法及び食料システム法
の施行を背景に、フードサプライチェーンの持続可能性確保に向けた対応は、食品産業全体に共
通する重要な課題となっています。  
2025 年 5 月には、公正取引委員会による調査において、フードサプライチェーンにおける商慣
行により生じる食ロスが環境面に加え、適正な資源配分が行われず市場経済にも悪影響を及ぼ
していることが示されました。こうした状況を踏まえ、一般社団法人全国清涼飲料連合会（以下、
全清飲）は、特定の取引慣行や取引当事者を問題視するものではなく、関係者がそれぞれの立場
から課題解決に取り組むための共通の方向性を示すものとして、本自主行動宣言を策定します。  
本宣言は、清涼飲料業界として、製・配・販をはじめとする関係者との建設的な対話を通じ、持
続可能なフードサプライチェーンの実現と食品ロス削減を一体的に推進することを目的とする
ものです。  
 
２．基本的な考え方  
本宣言は、関係法令（独占禁止法、物流総合効率化法、食料システム法等）の趣旨を踏まえた自
主的取組として実施します。  
商慣行の見直しは、製造、卸売、小売、物流等の関係者が相互に理解を深めながら協働して進め
るべき課題です。本宣言は、特定の取引条件の一律変更を求めるものではなく、商品特性、流通
実態、物流現場の状況等を踏まえ、合理的かつ持続可能な取引・物流のあり方を関係者間で協議
していくための方向性を示すものです。 全清飲は、会員企業各社の自主的判断及び競争関係を
尊重し、各社の競争領域には関与しません。また、個別の価格、取引条件、取引先との交渉方針
等について、全清飲が調整、決定又は誘導するものではありません。  
 
３．現状認識（主な商慣行と課題）  
公正取引委員会の調査において、フードサプライチェーンにおける商慣行として、納品期限、リ
ードタイム（発注から納品期限までの期間）、納品順序・日付管理、欠品時の取扱い等に関する
実態が示されています。清涼飲料業界においても、商品の安定供給や品質確保を前提としつつ、



物流負荷の軽減、食品ロス削減、在庫効率の向上等の観点から、関係者間で改めて確認・協議し
ていくことが有益な事項があります。具体的には、以下のような事項について、各会員企業が取
引当事者間で相互理解を深めながら、合理的な運用のあり方を検討していくことが重要です。  
（1）納品期限・リードタイムに関する事項  
（３分の１ルールによる）納品期限の設定や短いリードタイムへの対応について、商品特性や販
売計画、物流体制を踏まえ、計画的な発注・納品に資する運用のあり方を検討すること。  
（2）納品順序・日付管理に関する事項  
日付逆転品や日付混合品の取扱いについて、品質確保を前提としながら、在庫効率や廃棄削減に
も資する柔軟な運用の可能性を検討すること。  
（3）欠品時の対応に関する事項  
欠品時の対応や負担のあり方について、不可抗力や物流事情等も踏まえ、取引当事者間で合理的
な協議が行われること。  
 
４．重点取組事項  
全清飲は、上記の課題認識を踏まえ、以下の事項を重点取組とします。なお、本取組は、全清飲
が共通の方向性を示すものであり、具体的な取引や運用の見直しは、各会員企業がそれぞれの判
断と責任において、取引当事者間の協議を通じて自主的に実施するものです。  
（1）納品期限・リードタイムの見直しに向けた対話の促進  
各会員企業は、納品期限設定の合理性について、取引当事者間での相互理解を深めるための対話
を行います。 各会員企業は、短いリードタイムによる物流負荷の軽減に向け、計画的な発注・
納品のあり方について、取引当事者間で協議します。 
各会員企業は、商品特性（賞味期限等）や流通実態を踏まえ、柔軟な運用の可能性について、取
引当事者間で検討します。  
（2）納品ルール（順序・日付）に関する合理的運用の検討  
各会員企業は、日付逆転・日付混合に関する運用について、品質確保を前提に、取引当事者間で
合理的な取扱いのあり方を協議します。  
各会員企業は、在庫効率の向上や廃棄削減の観点から、必要に応じて取引当事者間で実証的な取
組の可能性を検討します。  
（3）欠品発生時の対応ルールや負担のあり方に関する協議  
各会員企業は、欠品発生時の対応ルールや負担のあり方について、取引当事者間で合理的な範囲
での見直しを検討します。  
各会員企業は、不可抗力要因、物流事情その他の合理的事情を踏まえ、取引当事者間で適切な協
議を行います。  
（4）取引慣行の透明化と相互理解の促進  



各会員企業は、商慣行の内容や条件について、取引当事者間での事前協議や相互理解の促進に努
め、関係者が安心して取引や物流が継続できるよう、取引内容の書面化や合意形成のあり方等に
ついて、必要に応じて協議します。 
 
５．推進体制  
全清飲は、法令を遵守した上で、会員企業の取組状況を可能な範囲で把握し、一般化・匿名化さ
れた取組事例やベストプラクティスの共有を会員企業に向けて行う場合があります。なお、共有
にあたっては、価格、個別の取引条件、取引先情報、交渉方針その他の競争上機微な情報は取り
扱いません。全清飲は、行政機関、関係団体、研究機関等と連携し、商慣行の見直しに向けた取
組の高度化を目指します。  
全清飲は、本宣言の趣旨が特定の取引先や業態に対する一方的な要請として受け止められること
のないよう、関係者との建設的な対話と相互理解を重視して取組を進めます。  
 
６．関係者への呼びかけ  
本課題は、特定の主体のみで解決できるものではなく、フードサプライチェーン全体の協働が不
可欠です。本宣言は、特定の取引慣行や取引当事者を問題視するものではなく、フードサプライ
チェーン全体の持続可能性向上に向け、関係者がそれぞれの立場から課題解決に取り組むため
の方向性を示すものです。  
全清飲に所属する会員企業は、卸売業者、小売業者、物流事業者をはじめとする関係者に対し、
商慣行の見直しに向けた建設的な対話、必要に応じた実証的取組への参画、社会課題解決に向け
た連携強化を呼びかけます。  
 
７．おわりに  
全清飲は、本自主行動宣言に基づき、会員企業各社の自主的な取組を尊重しながら、製・配・販
をはじめとする関係者との協働を通じて、持続可能なフードサプライチェーンの実現と食品ロ
ス削減の一体的推進に貢献していきます。  
 

以上 


